
(平成３０年度 第４回) 

平成３１年３月２７日（水） 

社会

法 

福祉

 人神栖市社会福祉協議会 



平成３０年度 第４回 神栖市社会福祉協議会理事会次第 

日 時：平成３１年３月２７日(水) 

午前１０時００分から

場 所：神栖市保健・福祉会館  

１．会議適正審査報告

２．あ い さ つ 

３．議 長 選 出 

４．議 事 

議案第１号 補欠評議員候補者の推薦について 

報告第１号 経営改善計画策定指針に基づく行動計画（社協発展・強化計画） 

実施２年次の進捗状況について 

議案第２号 定款の一部変更（案）について 

議案第３号 定款変更に伴う規程等の廃止及び一部改正（案）について 

議案第４号 平成３１年度 神栖市社会福祉協議会事業計画（案）について 

議案第５号 平成３１年度 社会福祉事業区分 収支予算（案）について 

議案第６号 平成３１年度 公益事業区分 収支予算（案）について 

議案第７号 平成３０年度第２回評議員会の招集について 



議案第１号

補欠評議員の選任候補者推薦について 

＜提案理由＞ 

平成３１年３月３１日付けで、選出母体の役職交替等により退任される評議員の後任者に

ついて、評議員選任規程第２条の規定に基づき、候補者を推薦するものです。 

候補者推薦案と併せ、評議員の選任を行う「評議員選任委員会」の招集について、ご審議

の上決議願います。 

平成３１年３月２７日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会  長  石 田   進 

平成３１年３月２７日 決議 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

平成３０年度 第４回 理事会 
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評議員選任案 

 

役職名 前任者氏名 
後 任 評 議 員 推 薦 案 

氏  名 選出区分（所属・役職等） 

評議員 菅野 健一 村上  拡 

社会福祉に関係のある団体 

－商工関係団体

（かしま青年会議所       ）

評議員 大滝 紀子 日高 篤生 
行政関係者 

（神栖市健康福祉部長寿介護課長） 
※31年４月から地域包括支援課を統合

評議員 大川 三男 大滝 紀子 
行政関係者 

（神栖市健康福祉部障がい福祉課長）

 

※ 任期：平成３１年４月１日から平成３３年度定時評議員会終結時まで 

 

 

 

 

評議員選任委員会の招集（案） 

１．開催日時  平成３１年５月（予定） 

２．開催場所  神栖市保健・福祉会館内 

３・委員氏名  中山 照明（本会監事      ）※委員長 

徳永 正克（  〃        ） 

鈴木 伸洋（外部委員－司法関係者） 

人見  隆（本会役員経験者   ） 

橘田  勝（本会事務局長    ） 
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報告第１号 

  経営改善計画策定指針に基づく行動計画（社協発展・強化計画）実施２年次の 

  進捗状況について 

＜提案理由＞ 

本計画は平成２９～３１年度の３年間の実施計画として策定しております。 

実施２年次目の進捗状況については第２回理事会（平成３０年９月５日）で報告いたしま

したが、その後の実施状況及び今後の実施スケジュールについて、別添資料のとおり報告い

たします。 

平成３１年３月２７日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会 長  石 田   進 
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議案第２号 

定款の一部変更（案）について 

＜提案理由＞ 

本年度末をもって障害者デイサービス、福祉作業所、ホームヘルプサービス事業を終了す

ることが決定し、当該事業を含む介護保険事業及び障害福祉サービスの運営にかかる定款第

２条への記載が不要となるため、平成３１年４月１日付で、定款の変更を行うものです。 

変更内容（案）は次項に記載のとおりです。審議の上、決議願います。  

平成３１年３月２７日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会 長  石 田   進 

平成３１年３月２７日 決議 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

平成３０年度 第４回 理事会 
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定款変更案（※下線‥該当箇所を削除、赤字‥追加または修正） 

改正前の条文 改正後の条文（案） 

（事 業) 

第２条 この法人は，前条の目的を達成するため，次

の事業を行う。 

（１）社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

（２）社会福祉に関する活動への住民の参加のための

援助 

（３）社会福祉を目的とする事業に関する調査，普及，

宣伝，連絡，調整及び助成 

（４）（１)から（３)のほか，社会福祉を目的とする

事業の健全な発達を図るために必要な事業 

（５）保健医療，教育その他の社会福祉と関連する事

業との連絡 

（６）共同募金事業への協力 

（７）障害者デイサービスセンターの経営 

（８）福祉作業所の経営 

（９）居宅介護等事業の経営 

（10）福祉サービス利用援助事業 

（11）生活福祉資金貸付事業 

（12）障害福祉サービス事業の経営 

（13）相談支援事業の経営 

（14）地域活動支援センター事業の経営 

（15）移動支援事業の経営 

（16）その他の地域生活支援事業 

（17）労働者派遣事業 

（18）子育て援助活動支援事業 

（19）成年後見制度に関する事業 

（20）自立相談支援事業 

（21）就労準備支援事業 

（22）その他法人の目的達成のため必要な事業 

（事 業) 

第２条 この法人は，前条の目的を達成するため，次

の事業を行う。 

（１）社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

（２）社会福祉に関する活動への住民の参加のための

援助 

（３）社会福祉を目的とする事業に関する調査，普及，

宣伝，連絡，調整及び助成 

（４）（１)から（３)のほか，社会福祉を目的とする

事業の健全な発達を図るために必要な事業 

（５）保健医療，教育その他の社会福祉と関連する事

業との連絡 

（６）共同募金事業への協力 

（７）福祉サービス利用援助事業 

（８）生活福祉資金貸付事業 

（９）相談支援事業の経営 

（10）その他の地域生活支援事業 

（11）労働者派遣事業 

（12）子育て援助活動支援事業 

（13）成年後見制度に関する事業 

（14）自立相談支援事業 

（15）就労準備支援事業 

（16）その他法人の目的達成のため必要な事業 

附則（平成31年３月 一部改訂 改訂第123号) 

１ この定款は、定款変更認可日をもって施行し、平

成31年４月１日より適用する。 
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議案第３号 

定款変更に伴う規程等の廃止及び一部改正（案）について 

＜提案理由＞ 

定款の変更に伴い、障害者デイサービス、福祉作業所、ホームヘルプサービス事業実施の

ために制定していた各規程を廃止するとともに、関連する規程から当該事業にかかる条文の

修正または削除を行うものです。 

また、当該事業の終了に伴い、事務局体制及び事務局職員の職務等についても変更が必要

となるため「事務局規程」及び「職員の給与等に関する規程」の一部改正を行うこととして

おります。 

改正案は次項に記載のとおりです。審議の上、決議願います。  

平成３１年３月２７日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会 長  石 田   進 

平成３１年３月２７日 決議 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

平成３０年度 第４回 理事会 
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１．規程の廃止案 

規程第 23 号 職員被服貸与規程 

（主に在宅福祉サービスセンター業務に従事する職員への被服貸与について定めた規程） 

規程第 26 号 神栖社協指定訪問介護事業所運営規程 

（介護保険法に基づき実施するホームヘルプサービス事業所の運営について定めた規程） 

規程第 32 号 ホームヘルプサービス神栖社協運営規程 

（障害者総合支援法に基づき実施するホームヘルプサービス事業所の運営について定めた規程） 

規程第 49 号 障害者デイサービスセンターのぞみ運営規程 

（障害者総合支援法に基づき実施するデイサービス事業所の運営について定めた規程） 

規程第 50 号 福祉作業所きぼうの家運営規程  

（障害者総合支援法に基づき実施する福祉作業所の運営について定めた規程） 

規程第 51 号 福祉作業所きぼうの家工賃支払規程" 

（福祉作業所の利用者に対し支給する工賃について定めた規程） 

２．規程等の条文修正案 （※規程番号順。下線‥該当箇所を削除、赤字‥追加または修正） 

（１）規程第３号 事務局規程 

改正前の条文 改正後の条文（案） 

（事務局職員） 

第１条 定款第 34 条の規定により事務局を設置し，

次の職員を置く。 

（１）事務局長       １名 

（２）事務局次長      必要に応じて若干名

（３）支所長及びセンター長 必要に応じて若干名

（４）係長   必要に応じて若干名

（５）福祉活動専門員及び専任職員 若干名

（職 務） 

第２条 事務局長は，会長の命を受けて事務を統括

し，所属職員を指揮監督する。 

４ 係長は，次長及び支所長並びにセンター長の命を

受けて分担の事務に従事する。 

（センター） 

第３条 事務局は神栖本所，波崎支所とし以下のセ

ンターを置く。 

２ 神栖本所には，本所地域福祉推進センター，在宅

福祉サービスセンターを置く。 

３ 波崎支所には，支所地域福祉推進センターを置

く。 

（事務局職員） 

第１条 定款第 34 条の規定により事務局を設置し，

次の職員を置く。 

（１）事務局長       １名 

（２）事務局次長      必要に応じて若干名

（３）支所長及びセンター長 必要に応じて若干名

（４）主査   必要に応じて若干名

（５）係長   必要に応じて若干名

（６）福祉活動専門員及び専任職員 若干名

（職 務） 

第２条 事務局長は，会長の命を受けて事務を統括

し，所属職員を指揮監督する。 

４ 主査及び係長は，次長及び支所長並びにセンター

長の命を受けて分担の事務に従事する。 

（センター） 

第３条 事務局は神栖本所，波崎支所とし以下のセ

ンターを置く。 

２ 神栖本所には，地域福祉総合相談センター，福祉

活動推進センターを置く。 

３ 波崎支所には，支所地域福祉推進センターを置

く。 
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（分掌事務） 

第４条 センターは，次の事務を掌る。 

１ 本所地域福祉推進センターは，次の事務を掌る。

（１）役員会及び評議員会に関すること。 

（２）会員の入退会に関すること。 

（３）定款及び諸規程に関すること。 

（４）公印の管守に関すること。 

（５）人事及び福利厚生に関すること。 

（６）給与及び旅費等に関すること。 

（７）文書の収受,発送,編集及び保存に関すること。

（８）予算の編成及び経理並びに決算に関すること。

（９）物品の調達，管理及び処分に関すること。 

（10）資産の管理及び処分に関すること。 

（11）社会福祉事業の調査及び研究に関すること。

（12）社会福祉事業の総合的企画に関すること。 

（13）社会福祉事業の普及広報に関すること。 

（14）社会福祉事業施設及び社会福祉関係団体との

連絡調整並びに育成に関すること。 

（15）児童，母子，高齢者，障害者，低所得者等の

福祉に関すること。 

（16）ボランティアセンターの運営に関すること。

（17）生活福祉資金貸付に関すること。 

（18）福祉総合相談事業に関すること。 

（19）受託事業に関すること。 

（20）その他本会の目的達成に必要な事業に関する

こと。 

２ 本所在宅福祉サービスセンターは，次の事務を掌

る。 

（１）居宅介護支援事業に関すること。 

（２）デイサービス事業に関すること。 

（３）訪問介護事業に関すること。 

（４）福祉作業所事業に関すること。 

（５）その他本会の目的達成に必要な事業に関する

こと。 

３ 支所地域福祉推進センターは，次の事務を掌る。

（分掌事務） 

第４条 センターは，次の事務を掌る。 

１ 地域福祉総合相談センター及び福祉活動推進セ

ンターは，次の事務を掌る。 

（１）役員会及び評議員会に関すること。 

（２）会員の入退会に関すること。 

（３）定款及び諸規程に関すること。 

（４）公印の管守に関すること。 

（５）人事及び福利厚生に関すること。 

（６）給与及び旅費等に関すること。 

（７）文書の収受,発送,編集及び保存に関すること。

（８）予算の編成及び経理並びに決算に関すること。

（９）物品の調達，管理及び処分に関すること。 

（10）資産の管理及び処分に関すること。 

（11）社会福祉事業の調査及び研究に関すること。

（12）社会福祉事業の総合的企画に関すること。 

（13）社会福祉事業の普及広報に関すること。 

（14）社会福祉事業施設及び社会福祉関係団体との

連絡調整並びに育成に関すること。 

（15）児童，母子，高齢者，障害者，低所得者等の

福祉に関すること。 

（16）ボランティアセンターの運営に関すること。

（17）生活福祉資金貸付に関すること。 

（18）福祉総合相談事業に関すること。 

（19）受託事業に関すること。 

（20）労働者派遣事業に関すること。 

（21）福祉後見サポートセンターに関すること。 

（22）その他本会の目的達成に必要な事業に関する

こと。 

２ 支所地域福祉推進センターは，次の事務を掌る。

付 則 

10 この規程は，平成 31年４月１日から施行する。

（改訂第 124 号） 
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（２）規程第９号 給与等に関する規程 

改正前の条文 改正後の条文（案） 

第２条関係別表（管理職手当額表） 

第８条関係別表（職務の級による業務分類表） 

支給対象者 支給額 

参事 月額５５，０００円 

事務局長 月額５１，０００円 

副参事 月額４１，０００円 

事務局次長 
月額３７，０００円 

支所長・センター長(４級) 

支所長・センター長(３級) 月額３２，０００円 

職務の級 職務の分類 

１級 １ 福祉活動専門員の職務 

２ 専任職員の職務 

３ 在宅福祉サービスセンター職員の職務 

２級 １ 困難な業務を処理する福祉活動専門員

の職務 

２ 困難な業務を処理する専任職員の職務 

３ 困難な業務を処理する在宅福祉サービス

センター職員の職務 

３級 １ 係長及び主幹の職務 

２ 高度の技能又は経験を必要とする福祉

活動専門員の職務 

３ 高度の技能又は経験を必要とする介護

支援専門員の職務 

４ 高度の技能又は経験を必要とする在宅

福祉サービスセンター職員の職務 

５ 支所長及びセンター長の職務 

４級 １ 事務局次長の職務 

２ 困難な業務を分掌する支所長の職務 

３ 困難な業務を分掌するセンター長の職務

４ 主査の職務 

５級 １ 事務局長の職務 

２ 困難な業務を分掌する事務局次長の職務

３ 副参事の職務 

６級 １ 困難な業務を分掌する事務局長の職務 

２ 参事の職務 

７級 適用なし 

第２条関係別表（管理職手当額表） 

第８条関係別表（職務の級による業務分類表） 

 付 則 

10 この規程は，平成 31 年４月１日から施行する。

（改訂第 125 号） 

支給対象者 支給額 

参事 月額５５，０００円 

事務局長 月額５１，０００円 

副参事 月額４１，０００円 

事務局次長 
月額３７，０００円 

支所長・センター長 

職務の級 職務の分類 

１級 １ 福祉活動専門員の職務 

２ 専任職員の職務 

２級 １ 困難な業務を処理する福祉活動専門員

の職務 

２ 困難な業務を処理する専任職員の職務 

３級 １ 係長及び主幹の職務 

２ 高度の技能又は経験を必要とする福祉活

動専門員の職務 

４級 １ 事務局次長の職務 

２ 支所長の職務 

３ センター長の職務 

４ 主査の職務 

５級 １ 事務局長の職務 

２ 困難な業務を分掌する事務局次長の職務

３ 困難な業務を分掌する支所長及びセンタ

ー長の職務 

４ 副参事の職務 

６級 １ 困難な業務を分掌する事務局長の職務 

２ 特に困難な業務を分掌する事務局次長

の職務 

３ 参事の職務 

７級 １ 特に困難な業務を分掌する事務局長の

職務 
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（３）規程第 22 号 経理規程 

改正前の条文 改正後の条文（案） 

（事業区分，拠点区分及びサービス区分） 

第４条 事業区分は，社会福祉事業区分と公益事業区

分とする。 

５ 前項までの規定に基づき，本会において設定する

事業区分，及び拠点区分，サービス区分は次のと

おりとする。 

（１）社会福祉事業区分 

ア 社協自主事業拠点区分 

イ 受託事業拠点区分 

ウ 障害者計画相談支援事業拠点区分 

エ ホームヘルプサービス事業拠点区分 

オ 障害者デイサービス事業拠点区分 

カ 福祉作業所事業拠点区分 

キ 基金積立事業拠点区分 

ク 職員退職手当積立事業拠点区分 

（２）公益事業区分 

ア 福祉用具貸与事業拠点区分 

イ 労働者派遣事業拠点区分 

（事業区分，拠点区分及びサービス区分） 

第４条 事業区分は，社会福祉事業区分と公益事業区

分とする。 

５ 前項までの規定に基づき，本会において設定する

事業区分，及び拠点区分，サービス区分は次のと

おりとする。 

（１）社会福祉事業区分 

ア 社協自主事業拠点区分 

イ 受託事業拠点区分 

ウ 障害者計画相談支援事業拠点区分 

エ 基金積立事業拠点区分 

オ 職員退職手当積立事業拠点区分 

（２）公益事業区分 

ア 広告・自動販売機設置事業拠点区分 

イ 労働者派遣事業拠点区分 

 付 則 

13 この規程は，平成 31年４月１日から施行する。

（改訂第 126 号） 
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（４）規程第 39 号 苦情解決に関する規程 

改正前の条文 改正後の条文（案） 

（定 義） 

第２条 この規程における福祉サービスとは，定款第

２条に掲げる事業のうち，介護保険法に基づく介

護サービスの他，在宅福祉サービス等をいう。た

だし，これらのサービスにあっては，本会と利用

者との間に契約関係が成立していることを原則

とする。 

（適用施設等） 

第３条 この規程の適用される施設等は，次のとおり

とする。 

（１）本会の本所事務局の所在する施設及び構内（神

栖市保健・福祉会館） 

（２）本会の支所事務局の所在する施設及び構内（神

栖市はさき福祉センター） 

（３）福祉サービスを提供する居宅及びその周辺と，

福祉サービス利用者の送迎に係わる場合の途上 

（定 義） 

第２条 この規程における福祉サービスとは，定款第

２条に掲げる事業のうち，福祉サービス等をい

う。ただし，これらのサービスにあっては，本会

と利用者との間に契約関係が成立していること

を原則とする。 

（適用施設等） 

第３条 この規程の適用される施設等は，次のとおり

とする。 

（１）本会の本所事務局の所在する施設及び構内（神

栖市保健・福祉会館） 

（２）本会の支所事務局の所在する施設及び構内（神

栖市はさき福祉センター） 

（３）福祉サービスを提供する居宅及びその周辺 

 付 則 

３ この規程は，平成 31年４月１日から施行する。

（改訂第 127 号） 

（５）規程第 44 号 不当要求行為等の防止に関する規程 

改正前の条文 改正後の条文（案） 

第４条関係別表（不当要求行為防止対策委員） 

本所地域福祉推進センター長 

支所地域福祉推進センター長 

在宅福祉サービスセンター長 

第４条関係別表（不当要求行為防止対策委員） 

地域福祉総合相談センター長 

福祉活動推進センター長 

支所地域福祉推進センター長 

 付 則 

３ この規程は，平成 31年４月１日から施行する。

（改訂第 128 号） 
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（６）規則第２号 常勤職員就業規則 

改正前の条文 改正後の条文（案） 

（職員の定義） 

第２条 この規則において職員とは，所定の手続き

を経て本会に採用され基本給を月給で支払う者

で在宅福祉サービス関連業務及び管理業務に従

事する以下の者をいう。 

（１）常勤の介護員 

（２）常勤の看護員及び機能訓練指導員 

（３）身体及び知的障害児者の指導員 

（４）その他の常勤職員 

 

（職員の賃金） 

第 24 条 

（６）特殊勤務手当 

別表３に定める者について手当を支給する。 

 

（賞 与） 

第 25 条 職員の内，週５日 36.25 時間勤務の職員

及びケアプラン作成業務に従事する職員で基準

期間に在職し，かつ賞与支給日に在職する者に対

して，その勤務成績，職務内容，勤務日数等を考

慮し支給する。 

 

別表３ (第 24 条関係) 

資格手当 

社会福祉士   月額３，０００円 

精神保健福祉士 月額３，０００円 

看護師     月額２，０００円 

准看護師    月額１，０００円 

介護福祉士   月額１，０００円 

栄養士     月額１，０００円 

介護支援専門員 月額２，０００円 

※ 上記の資格を有し，かつ当該業務に従事する

職員に対し支給する。 

※ 資格手当は，重複して支給しない。 

職務手当 

※ 職員の内，１週 31.00 時間４日勤務者又，１

週 33.75 時間５日勤務者で下記基準日に下表

に定める特定の業務に従事する職員にあって

は，その区分に応じて，基本給月額の 30％を越

えない範囲内で下表に定める割合を乗じて得

た額を支給する。 

基準日 6 月 1 日 支給日 6 月 10 日 

基準日 12 月 1 日  支給日 12 月 10 日 

（職員の定義） 

第２条 この規則において職員とは，所定の手続き

を経て本会に採用され基本給を月給で支払う者

で福祉サービス関連業務及び管理業務に従事す

る者をいう。 

 

 

 

 

 

（職員の賃金） 

第 24 条 

（６）特殊勤務手当 

別表３に定める者について手当を支給する。 

 

（賞 与） 

第 25 条 職員の内，週５日 36.25 時間勤務の職員

で基準期間に在職し，かつ賞与支給日に在職する

者に対して，その勤務成績，職務内容，勤務日数

等を考慮し支給する。 

 

 

別表３ (第 24 条関係) 

資格手当 

社会福祉士   月額３，０００円 

精神保健福祉士 月額３，０００円 

 

 

 

 

 

※ 上記の資格を有し，かつ当該業務に従事する

職員に対し支給する。 

※ 資格手当は，重複して支給しない。 

職務手当 

※ 職員の内，１週 31.00 時間４日勤務者又，１

週 33.75 時間５日勤務者で下記基準日に下表

に定める特定の業務に従事する職員にあって

は，その区分に応じて，基本給月額の 30％を越

えない範囲内で下表に定める割合を乗じて得

た額を支給する。 

基準日 6 月 1 日 支給日 6 月 10 日 

基準日 12 月 1 日  支給日 12 月 10 日 
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業務内容 加算割合

サービス提供または管理責任者 

相談支援業務従事者（精神・発達） 
２０％

喀痰吸引等行為従事者 

ホームヘルプサービスチームリーダー 

デイサービスチームリーダー 

福祉作業所チームリーダー 

１０％

 

処遇改善手当 

※ 基準日に在職する職員の内，下表に定める業

務に従事する職員について支給する。手当の額

は，基準日前６ヶ月間の介護報酬（処遇改善加

算額）実績の範囲内で，職員ごとに決定する。

基準日 ６月１日 支給日 ６月１０日 

基準日１２月１日 支給日１２月１０日 

対象となる業務 

訪問介護事業，障害者デイサービス事業，

福祉作業所事業 

 

別表４ (第 25 条関係) 

賞与 

基準日 6 月 1 日 支給日 6 月 10 日 基本給月額

×1.5 ヶ月

基準日12月1日  支給日12月10日 基本給月額

×1.5 ヶ月

※下表に定める特定の業務に従事する職員にあ

っては，その区分に応じて，基本給月額の 30％

を越えない範囲内で下表に定める割合を乗じ

て得た額を加算し，支給する。 

業務内容 加算割合

サービス提供または管理責任者 

相談支援業務従事者（精神・発達） 
２０％

喀痰吸引等行為従事者 

ホームヘルプサービスチームリーダー 

デイサービスチームリーダー 

福祉作業所チームリーダー 

１０％

 

 

業務内容 加算割合

相談支援業務従事者（精神・発達） 

 

 

 

 

 

２０％

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
別表４ (第 25 条関係) 

賞与 

基準日 6 月 1 日 支給日 6 月 10 日 基本給月額

×1.5 ヶ月

基準日12月1日  支給日12月10日 基本給月額

×1.5 ヶ月

※下表に定める特定の業務に従事する職員にあ

っては，その区分に応じて，基本給月額の 30％

を越えない範囲内で下表に定める割合を乗じ

て得た額を加算し，支給する。 

業務内容 加算割合

相談支援業務従事者（精神・発達） 

 

 

 

 

 

２０％

 

 付 則 

16 この規則は平成 31 年４月１日から施行する。 

（改訂則第 30 号） 
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（７）規則第１号 非常勤職員就業規則 

改正前の条文 改正後の条文（案） 

（非常勤職員の定義） 

第２条 この規則において非常勤職員とは，所定の

手続きを経て本会に採用され基本給を時間給で

支払う者で１週８時間以上 30 時間未満の範囲で

勤務する在宅福祉サービス関連業務及び管理業

務等に従事する以下の者をいう。 

（１）非常勤の介護職員 

（２）非常勤の看護職員 

（３）給食調理員 

（４）清掃員 

（５）管理業務事務員 

（６）事業補助・相談員 

（７）その他の非常勤職員 

（非常勤職員の賃金） 

第２４条 非常勤職員の賃金は次のとおりとする。

午後６時以後７時まで，午前７時以後８時までの

勤務については早朝夜間賃金を支給する。 

（１）サービス提供１時間あたりの賃金 

勤務内容 １時間の賃金

生活援助型（訪問介護） 940 円

介護予防型（訪問介護） 940 円

複合型（訪問介護） 1,050 円

身体介護型（訪問介護） 1,250 円

移動及び事務（訪問介護） 700 円

看護員 1,300 円

事業補助・相談員(勤続20年以上) 1,200 円

事業補助・相談員 940 円

福祉作業所 940 円

デイサービス 940 円

給食調理員 850 円

事務要員 850 円

研修会参加時 700 円

２ 訪問介護で勤務した場合，休日手当として，次

の各号に勤務した場合には１時間あたり100円の

加算をする。 

（１）土曜日・日曜日及び祝祭日 

（２）国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第

179 号）に規定する休日 

（３）12 月 29 日から翌年１月３日までの日（前号

に掲げる日を除く） 

（非常勤職員の定義） 

第２条 この規則において非常勤職員とは，所定の

手続きを経て本会に採用され基本給を時間給で

支払う者で１週８時間以上 30 時間未満の範囲で

勤務する福祉サービス関連業務及び管理業務等

に従事する以下の者をいう。 

（１）管理業務事務員 

（２）事業補助・相談員 

（３）その他の非常勤職員 

（非常勤職員の賃金） 

第２４条 非常勤職員の賃金は次のとおりとする。

（１）勤務１時間あたりの賃金 

勤務内容 １時間の賃金

事業補助・相談員(勤続20年以上) 1,200 円

事業補助・相談員 940 円

事務要員 850 円

研修会参加時 700 円
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３ デイサービス業務で前項第３号の勤務をした場

合，休日手当として１時間あたり 200 円の加算を

する。 

４ 利用者の都合により前日の午後５時までに訪問

中止の連絡がなかった時は，１時間あたり 700 円

を支給する。 

５ 別表２に定める有資格者について資格手当を支

給する。   

  

別表２ (第 24 条関係) 

資格手当 

社会福祉士   月額３，０００円 

精神保健福祉士 月額３，０００円 

看護師     月額２，０００円 

准看護師    月額１，０００円 

介護福祉士   月額１，０００円 

栄養士     月額１，０００円 

介護支援専門員 月額２，０００円 

※ 上記の資格を有し，かつ当該業務に従事する

職員に対し支給する。 

※ 資格手当は，重複して支給しない。 

  

処遇改善手当 

※ 基準日に在職する職員の内，下表に定める業

務に従事する職員について支給する。手当の額

は，基準日前６ヶ月間の介護報酬（処遇改善加

算額）実績の範囲内で，職員ごとに決定する。

基準日 ６月１日 支給日 ６月１０日 

基準日１２月１日 支給日１２月１０日 

対象となる業務 

訪問介護事業，障害者デイサービス事業，

福祉作業所事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 別表２に定める有資格者について資格手当を支

給する。   

  

別表２ (第 24 条関係) 

資格手当 

社会福祉士   月額３，０００円 

精神保健福祉士 月額３，０００円 

 

 

 

 

 

※ 上記の資格を有し，かつ当該業務に従事する

職員に対し支給する。 

※ 資格手当は，重複して支給しない。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 付 則 

14 この規則は平成 31 年４月１日から施行する。 

（改訂則第 31 号） 

 

 

 

15



議案第４号 

  神栖市社会福祉協議会 平成３１年度事業計画（案）について 

 

＜提案理由＞ 

「第４次地域福祉活動計画（平成27年度～31年度）」及び「経営改善計画策定指針に基

づく行動計画（社協発展ð強化計画。平成 29 年度～31 年度）」に基づき、平成３１年度本

会事業計画(案)を、別添「平成 31 年度事業計画書及び収支予算書(案)」のとおり策定しま

した。 

審議の上、決議願います。  

 

 

 

平成３１年３月２７日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会 長  石 田   進 

 

 

 

平成３１年３月２７日 決議 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

平成３０年度 第４回 理事会 
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議案第５号 平成３１年度 社会福祉事業区分 収支予算(案)について 

議案第６号 平成３１年度 公益事業区分 収支予算(案)について 

 

＜提案理由＞ 

平成３１年度事業計画に基づき、社会福祉事業区分及び公益事業区分の平成３１年度収支

予算(案)を、別添「平成31年度事業計画書及び収支予算書(案)」のとおり編成しました。 

なお予算編成にあたり、福祉活動基金及び職員退職手当積立金の一部処分を行う計画とし

ております。 

具体的な処分理由は以下の通りです。併せて審議の上、決議願います。 

 

○福祉活動基金（３１年度当初残高：１３，６００万円）の一部を処分する理由 

 平成30年度第３回理事会（１月15日）で、基金の保有限度額を６，０００万円とし、

基金現在高１３，６００万円との差額７，６００万円を、平成３１年度から１０年間で

活用していく計画が決議されました。31年度の活用計画は以下の通りです。 

・福祉後見サポートセンターかみす、福祉感謝会、福祉車両レンタカー利用料助成など、

自主事業の拡大・充実のための財源として活用 

・ボランティア助成（ボランティアグループ、市内学校等）の原資として基金を活用 

・相談機能充実のための備品整備のために基金を活用 

・処分予定額（当初予算案に計上）：１，０００万円 

 

○職員退職手当積立金（３１年度当初残高：１，５１０万円）の一部を処分する理由 

・障害者デイサービス、福祉作業所、ホームヘルプサービス事業に従事していた職員３３

名の退職に伴う退職金支払いのため 

・処分予定額（当初予算案に計上）：７５０万円 

 

・法人管理の基盤強化（法務部門の強化、ＰＣネットワーク・情報システム環境保守） 

平成３１年３月２７日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会 長  石 田   進 

 

平成３１年３月２７日 決議 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

平成３０年度 第４回 理事会 
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議案第７号 

平成３０年度第２回評議員会の招集について 

＜提案理由＞ 

定款第１４条の規程に基づき、平成３０年度第２回評議員会を、以下のとおり招集するこ

とについて、審議の上決議願います。 

なお本件については、第３回理事会（平成３１年１月１５日開催）で決議をいただいてお

りましたが、開催日時及び議事案件が確定しましたので改めてお諮りするものです。 

平成３０年度第２回評議員会 

開催日時 平成３１年３月２８日（木）午後２時 

開催場所 神栖市保健・福祉会館 研修室 

議事案件 議案第１号 補欠役員の選任 

議案第２号 定款の変更（案） 

議案第３号 平成３１年度神栖市社会福祉協議会事業計画（案）の承認 

議案第４号 平成３１年度社会福祉事業区分 収支予算（案）の承認 

議案第５号 平成３１年度公益事業区分 収支予算（案）の承認 

招集予定 評議員４０名 

平成３１年３月２７日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会 長  石 田   進 

平成３１年３月２７日 決議 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

平成３０年度 第４回 理事会
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